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議案第４５号 

 

常総市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

常総市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を

求める。 

 

令和２年８月２６日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律が改正され，個人番号の通知カードが廃止されたことから，当該通知カード

に係る規定を削るため，これを提出する。 
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常総市条例第  号 

 

常総市手数料条例の一部を改正する条例 

 

常総市手数料条例（平成１２年水海道市条例第２１号）の一部を次のように改

正する。 

別表個人番号の通知カードの再交付の項を削る。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第４６号 

 

常総市税条例の一部を改正する条例について 

 

常総市税条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求

める。 

 

令和２年８月２６日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，地方税法の改正に伴い，個人住民税に係る所得控除の対象の見直し，

たばこ税に係る軽量な葉巻たばこに係る課税方式の見直しその他所要の改正を行

うため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市税条例の一部を改正する条例 

 

第１条 常総市税条例（昭和３３年水海道市条例第１３号）の一部を次のように

改正する。 

第２６条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。 

第３４条の２中「第１２項」を「第１１項」に，「寡婦（寡夫）控除額」を

「寡婦控除額，ひとり親控除額」に，「第７項」を「第６項」に改める。 

第３７条の２第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を「第３１４条の

２第４項」に改める。 

第９７条第２項に次のただし書を加える。 

ただし，１本当たりの重量が０．７グラム未満の葉巻たばこの本数の算定

については，当該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこの０．７本に換算す

るものとする。 

第９７条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書に規

定する葉巻たばこを除く。）」を加える。 

附則第６条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例

基準割合（平均貸付割合（」に，「の規定により告示された割合」を「に規定

する平均貸付割合をいう。次項において同じ。）」に，「この条において同

じ」を「この項において同じ」に改め，「（以下この条において「特例基準割

合適用年」という。）」を削り，「当該特例基準割合適用年」を「その年」に，

「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改め，同条第２項中「特例

基準割合適用年中」を「各年の平均貸付割合に年０．５パーセントの割合を加

算した割合が年７．３パーセントの割合に満たない場合には，その年中」に，

「当該特例基準割合適用年」を「その年」に，「特例基準割合と」を「当該加

算した割合と」に改める。 

附則第６条の２の２第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。 

附則第２５条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「，第３５条の３第１

項」を加える。 

附則第２５条の２第３項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に改める。 

第２条 常総市税条例の一部を次のように改正する。 

第２１条各号列記以外の部分中「第３２１条の８第２２項及び第２３項」を
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「第３２１条の８第３４項及び第３５項」に改め，同条第４号中「によって」

を「により」に改め，同条第５号中「，第４項又は第１９項」を「又は第３１

項」に改め，同条第６号中「第３２１条の８第２２項及び第２３項」を「第３

２１条の８第３４項及び第３５項」に改める。 

第２２条中「及び第４項」を削り，「並びに」を「及び」に改める。 

第２５条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第３２条

第２項の表の第１号において「収益事業」という。）」を加え，「第３２条第

２項の表の第１号」を「同号」に，「第４９条第１０項から第１２項まで」を

「第４９条第９項から第１６項まで」に改める。 

第３２条第２項の表の第１号オ中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２

９２条第１項第４号の２」に，同条第３項中「，同項第２号の連結事業年度開

始の日から６月の期間若しくは同項第３号の連結法人税額の課税標準の算定期

間又は同項第４号」を「若しくは同項第２号の期間又は同項第３号」に改める。 

第４９条第１項中「第４項，第１９項，第２２項及び第２３項」を「第３１

項，第３４項及び第３５項」に，「第１０項，第１１項及び第１３項」を「第

９項，第１０項及び第１２項」に「第４項，第１９項及び第２３項」を「第３

１項及び第３５項」に，「同条第２２項」を「同条第３４項」に，「第３項」

を「第２項後段」に改め，同条第２項中「第６６条の７第５項及び第１１項又

は第６８条の９１第４項及び第１０項」を「第６６条の７第４項及び第１０

項」に，「第３２１条の８第２４項」を「第３２１条の８第３６項」に改め，

同条第３項中「第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第６８条の９３の３

第４項及び第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に，「第３２

１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改め，同条第４項中「第

３２１条の８第２６項」を「第３２１条の８第３８項」に改め，同条第５項中

「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に，「同条第２１

項」を「同条第３３項」に，「，第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に，

「同条第２３項」を「同条第３５項」に改め，同条第６項中「，第４項又は第

１９項」を「又は第３１項」に，「同条第２２項」を「同条第３４項」に，

「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め，同条第７

項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に，「，第４

項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め，同項第２号中「第３２１条の８

第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め，同条第９項を削り，同条第

１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の８第５２項」に，「同
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条第４２項」を「同条第５２項」に，「第１２項」を「第１１項」に改め，同

項を同条第９項とし，同条第１１項を同条第１０項とし，同条第１２項中「第

１０項」を「第９項」に改め，同項を同条第１１項とし，同条第１３項中「第

１０項」を「第９項」に，「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第２項」

に改め，同項を同条第１２項とし，同条第１４項を同条第１３項とし，同条第

１５項中「第１３項」を「第１２項」に，「第１０項」を「第９項」に改め，

同項を同条第１４項とし，同条第１６項中「第１３項前段」を「第１２項前

段」に，「第３２１条の８第５１項」を「第３２１条の８第６１項」に，「第

１０項」を「第９項」に改め，同項を同条第１５項とし，同条第１７項中「第

１３項後段」を「第１２項後段」に，「第１５項」を「第１４項」に，「第７

５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１条の２４の３第２項において準用

する場合を含む。）」を「第７５条の５第３項若しくは第６項」に，「第１０

項」を「第９項」に改め，同項を同条第１６項とする。 

第５１条第２項中「，第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に，「同条

第２３項」を「同条第３５項」に，「，第２項又は第４項」を「又は第２項」

に改め，同条第３項中「，第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め，

「（同条第２項又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の

場合には，当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人

税法第２条第１２号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下この項におい

て同じ。）若しくは連結完全支配関係があった連結親法人が法人税に係る修正

申告書を提出し，又は法人税に係る更正若しくは決定を受けたこと。次項第２

号において同じ。）」を削り，同条第４項中「，第４項又は第１９項」を「又

は第３１項」に改める。 

第５３条第４項から第６項までを削る。 

第９７条第２項ただし書中「０．７グラム」を「１グラム」に，「０．７

本」を「１本」に改める。 

附則第６条の２第２項及び第６条の２の２第１項中「及び第４項」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は，令和２年１０月１日から施行する。ただし，次の各号に掲

げる規定は，当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中常総市税条例第２６条第１項第２号，第３４条の２及び第３７条

の２第１項ただし書の改正規定並びに同条例附則第６条の２及び第６条の２
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の２第１項の改正規定並びに次条及び附則第３条の規定 令和３年１月１日 

(2) 第２条中常総市税条例第９７条第２項ただし書の改正規定及び附則第６条

の規定 令和３年１０月１日 

(3) 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定 令和４

年４月１日 

(4) 第１条中常総市税条例附則第２５条第１項及び第２５条の２第３項の改正

規定 土地基本法等の一部を改正する法律（令和２年法律第１２号）附則第

１項第１号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日 

（延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の常総市税条例（以下「新条例」という。）

附則第６条の２の規定は，前条第１号に掲げる規定の施行の日以後の期間に対

応する延滞金について適用し，同日前の期間に対応する延滞金については，な

お従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第２６条第１項（第２号に係る部分に限る。），第３４条の２及

び第３７条の２第１項の規定は，令和３年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し，令和２年度分までの個人の市民税については，なお従前の例によ

る。 

２ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第３７条の２

第１項の規定の適用については，同項ただし書中「地震保険料控除額」とある

のは，「地震保険料控除額，ひとり親控除額（地方税法等の一部を改正する法

律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年

法律第２２６号。以下「旧法」という。）第２９２条第１項第１１号に規定す

る寡婦（旧法第３１４条の２第３項の規定に該当するものに限る。）又は旧法

第２９２条第１項第１２号に規定する寡夫である第２５条第１項第１号に掲げ

る者に係るものを除く。）」とする。 

第４条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の常総市税条例の規定中法

人の市民税に関する部分は，同号に掲げる規定の施行の日（以下この条におい

て「３号施行日」という。）以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改

正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに

掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和４０年法律第３４号。

以下この条において「４年旧法人税法」という。）第２条第１２号の７に規定

する連結子法人（次項において「連結子法人」という。）の連結親法人事業年
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度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法人事業年度をいう。

次項において同じ。）が３号施行日前に開始した事業年度を除く。）分の法人

の市民税について適用する。 

２ ３号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が３号

施行日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び３号施行日前に

開始した連結事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事

業年度をいう。以下この項において同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年

度が３号施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の市民税につい

ては，なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 この条例の施行の日前に課した，又は課すべきであった葉巻たばこに係

る市たばこ税については，なお従前の例による。 

第６条 附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に課した，又は課すべきで

あった葉巻たばこに係る市たばこ税については，なお従前の例による。 

 



9 

議案第４７号 

 

常総市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 

常総市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決

を求める。 

 

令和２年８月２６日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，新型コロナウイルス感染症の影響により第１号被保険者の属する世帯

において，収入の減少が見込まれる場合等に介護保険料の減免を行うこととし，

当該減免の要件及び申請期限の特例を定めるため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

常総市介護保険条例（平成１２年水海道市条例第１４号）の一部を次のように

改正する。 

附則に次の１条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症の影響により収入の減少が見込まれる場合等にお

ける保険料の減免） 

第１２条 令和２年２月１日から令和３年３月３１日までの間に納期限（特別徴

収の場合にあっては，特別徴収対象年金給付の支払日。以下この項において同

じ。）が定められている保険料（第１号被保険者の資格を取得した日から１４

日以内に法第１２条第１項の規定による届出が行われなかったため令和２年２

月１日以降に納期限が定められている保険料であって，当該届出が第１号被保

険者の資格を取得した日から１４日以内に行われていたならば同年２月１日前

に納期限が定められるべきものを除く。）の減免については，次の各号のいず

れかに該当する者は，第１６条第１項に規定する保険料の減免の要件を満たす

ものとして，同項の規定を適用する。 

(1) 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）附則第

１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症（次号において「新型

コロナウイルス感染症」という。）により，第１号被保険者の属する世帯の

生計を主として維持する者が死亡し，又は重篤な傷病を負ったこと。 

(2) 新型コロナウイルス感染症の影響により，第１号被保険者の属する世帯の

生計を主として維持する者の事業収入，不動産収入，山林収入又は給与収入

（以下この号において「事業収入等」という。）の減少が見込まれ，次のア

及びイに該当すること。 

ア 事業収入等のいずれかの減少額（保険金，損害賠償等により補填される

べき金額があるときは，当該金額を控除した額）が前年の当該事業収入等

の額の１０分の３以上であること。 

イ 減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の前年の所得の合

計額が４００万円以下であること。 

２ 前項の場合における第１６条第２項の規定の適用については，同項中「提出

しなければならない」とあるのは，「提出しなければならない。ただし，市長
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は，これにより難い事情があると認めるときは，別に申請期限を定めることが

できる」とする。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行し，改正後の附則第１２条の規定は，令和２年

２月１日から適用する。 
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議案第４８号 

 

常総市保育所設置条例の一部を改正する条例について 

 

常総市保育所設置条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議

決を求める。 

 

令和２年８月２６日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，水海道第一保育所，水海道第二保育所及び水海道第四保育所を移転さ

せることとし，条例で定める保育所の位置を改めるため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市保育所設置条例の一部を改正する条例 

 

常総市保育所設置条例（昭和３５年水海道市条例第１５号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表常総市水海道第一保育所の項中「常総市豊岡町乙１６７０番地２」を「常

総市豊岡町丙３３６２番地」に，同表常総市水海道第二保育所の項中「常総市中

妻町３９７７番地」を「常総市中妻町４１４６番地」に，同表常総市水海道第四

保育所の項中「常総市菅生町１１８７番地５」を「常総市菅生町４７１１番地」

に改める。 

附 則 

この条例は，令和２年１２月３１日までの間において規則で定める日から施行

する。ただし，別表常総市水海道第四保育所の項の改正規定は，公布の日から起

算して９月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 
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議案第４９号 

 

常総市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例について 

 

常総市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年８月２６日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める内閣府令が改正されたことに伴い，条例中の規定を整備するため，これを提

出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 

 

常総市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（平成２６年常総市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第９号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め，同条第１０号

中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め，同条第１１号中

「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め，同条中第２３号を

第２９号とし，第１７号から第２２号までを６号ずつ繰り下げ，同条第１６号中

「又は特定地域型保育に要した」を「（特別利用保育及び特別利用教育を含む。

次条第１項及び第２項において同じ。）又は特定地域型保育（特別利用地域型保

育及び特定利用地域型保育を含む。同条第１項及び第２項において同じ。）に要

した」に，「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め，同号を

同条第２２号とし，同条中第１５号を第２１号とし，第１４号を第２０号とし，

同号の前に次の１号を加える。 

(19) 教育・保育 法第７条第１０項第５号に規定する教育・保育をいう。 

第２条第１３号中「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期

間」に改め，同号を同条第１８号とし，同条中第１２号を第１７号とし，第１１

号の次に次の５号を加える。 

(12) 満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て支援法施行令

（平成２６年政令第２１３号。以下「令」という。）第４条第１項に規定す

る満３歳以上教育・保育給付認定子どもをいう。 

(13) 特定満３歳以上保育認定子ども 令第４条第１項第２号に規定する特定

満３歳以上保育認定子どもをいう。 

(14) 満３歳未満保育認定子ども 令第４条第２項に規定する満３歳未満保育

認定子どもをいう。 

(15) 市町村民税所得割合算額 令第４条第２項第２号に規定する市町村民税

所得割合算額をいう。 

(16) 負担額算定基準子ども 令第１３条第２項に規定する負担額算定基準子

どもをいう。 

第３条第１項中「適切な内容」を「適切であり，かつ，子どもの保護者の経済
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的負担の軽減について適切に配慮された内容」に改める。 

第２章第２節（第８条，第１３条第１項，第１７条から第２０条まで，第２７

条第３項及び第３０条を除く。）及び第３節中「支給認定保護者」を「教育・保

育給付認定保護者」に，「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に

改める。 

第５条第１項中「利用者負担」を「第１３条の規定により支払を受ける費用に

関する事項」に改める。 

第６条第３項中「支給認定に」を「教育・保育給付認定に」に改める。 

第８条中「支給認定保護者」を「必要に応じて，教育・保育給付認定保護者」

に改め，「支給認定証」の次に「（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交

付を受けていない場合にあっては，子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年

内閣府令第４４号）第７条第２項の規定による通知）」を加え，「支給認定の有

無」を「教育・保育給付認定の有無」に，「支給認定子ども」を「教育・保育給

付認定子ども」に，「支給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期

間」に改める。 

第９条の見出し及び同条第１項中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改

め，同条第２項中「支給認定の変更」を「教育・保育給付認定の変更」に，「支

給認定の有効期間」を「教育・保育給付認定の有効期間」に改める。 

第１３条第１項中「（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以下この条，次

条及び第１９条において同じ。）」を削り，「支給認定保護者」を「教育・保育

給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に

限る。）」に，「法第２７条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施設が特

別利用保育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第２号に規定する市町村

が定める額とし，特別利用教育を提供する場合にあっては同項第３号に規定する

市町村が定める額とする。）」を「満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者についての法第２７条第３項第２号に掲げる額」に改め，同条第

２項中「（その額が現に当該特定教育・保育に要した費用の額を超えるときは，

当該現に特定教育・保育に要した費用の額）をいい，当該特定教育・保育施設が

特別利用保育を提供する場合にあっては法第２８条第２項第２号に規定する内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用保育

に要した費用の額を超えるときは，当該現に特別利用保育に要した費用の額）を，

特別利用教育を提供する場合にあっては同項第３号に規定する内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用教育に要した費用
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の額を超えるときは，当該現に特別利用教育に要した費用の額）」を削り，同条

第４項第３号中「に要する費用（法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前

子どもに対する食事の提供に要する費用を除き，同項第２号に掲げる小学校就学

前子どもについては主食の提供に係る費用に限る。）」を「（次に掲げるものを

除く。）に要する費用」に改め，同号に次のように加える。 

ア 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち，

その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一

の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に

定める金額未満であるものに対する副食の提供 

(ｱ) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども ７７，１０１円 

(ｲ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ

(ｲ)において同じ。） ５７，７００円（令第４条第２項第６号に規定

する特定教育・保育給付認定保護者にあっては，７７，１０１円） 

イ 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち，

負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学校，義務教

育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から第３学年まで

に在籍する子どもをいう。以下このイにおいて同じ。）が同一の世帯に３

人以上いる場合にそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める者に該当するものに対する

副食の提供（アに該当するものを除く。） 

(ｱ) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３学年

修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除

く。）である者 

(ｲ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者

及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

第１４条の見出し中「施設型給付費等」を「施設型給付費」に改め，同条第１

項中「に規定する施設型給付費をいい，法第２８条第１項に規定する特例施設型

給付費を含む」を「の施設型給付費をいう」に改め，「この項及び第１９条にお

いて」を削り，同条第２項中「特定教育・保育を提供したことを証する書類」を
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「特定教育・保育提供証明書」に改める。 

第１５条第１項第２号中「同条第９項」を「同条第１１項」に改める。 

第１７条中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」に，「支

給認定子ども又はその保護者」を「当該教育・保育給付認定子ども又は当該教

育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第１８条中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子どもに」に，「支

給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認

定保護者」に改める。 

第１９条の見出し中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改

め，同条中「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者」に改める。 

第２０条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第

１３条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

第２７条第３項中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子どもに」に，

「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給

付認定保護者」に改める。 

第２９条第１項中「（法第７条第４項に規定する教育・保育施設をいう。次項

において同じ。）」及び「（同条第５項に規定する地域型保育をいう。次項及び

第３９条第４項において同じ。）」を削る。 

第３０条第１項中「支給認定子ども又は支給認定保護者」を「教育・保育給付

認定子ども又は教育・保育給付認定保護者」に，「当該支給認定子ども」を「当

該教育・保育給付認定子ども」に，「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認

定子ども等」に改め，同条第３項及び第４項中「支給認定子ども等」を「教育・

保育給付認定子ども等」に改める。 

第３４条第２項第２号中「に規定する提供した特定教育・保育に係る必要な事

項」を「の規定による特定教育・保育の提供」に改め，同項第３号から第５号ま

での規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第３５条第３項中「を含む」を「を，施設型給付費には特例施設型給付費（法

第２８条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項において同じ。）を，そ

れぞれ含む」に，「本章」を「前節」に，「とする」を「と，第１３条第２項中

「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第２号の

内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と，同条第４項第３号イ

(ｱ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども
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（特別利用保育を受ける者を除く。）」と，同号イ(ｲ)中「教育・保育給付認定

子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含

む。）」とする」に改める。 

第３６条第３項中「を含む」を「を，施設型給付費には特例施設型給付費を，

それぞれ含む」に，「本章」を「前節」に改め，「同項第１号」の次に「又は第

２号」を加え，「第１３条第４項第３号中「除き，同項第２号に掲げる小学校就

学前子どもについては主食の提供に係る費用に限る。）」とあるのは「除

く。）」とする」を「「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員」とあるのは「同項第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員」と，第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の

額」と，同条第４項第３号イ(ｱ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」と，同号イ

(ｲ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども

（特別利用教育を受ける者を除く。）」とする」に改める。 

第３７条第１項中「のうち，家庭的保育事業にあってはその」を「（事業所内

保育事業を除く。）の」に，「）の数を」を「）の数は，家庭的保育事業にあっ

ては」に改め，「とし」を削り，「第２８条」を「第２７条」に改め，「小規模

保育事業Ａ型をいう」の次に「。第４２条第３項第１号において同じ」を加え，

「第３１条」を「第２７条」に改め，「小規模保育事業Ｂ型をいう」の次に「。

同号において同じ」を加え，「その利用定員の数を」を削り，「同省令３３条」

を「同条」に，「附則第６項」を「附則第４項」に改める。 

第３章第２節（第３９条第２項，第４０条第２項及び第４６条第５号を除

く。）中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に，「支給認定子

ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第３８条第１項中「第４２条」を「第４２条第１項」に，「利用者負担」を

「第４３条の規定により支払を受ける費用に関する事項」に改める。 

第３９条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ど

も」を「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以

下この章において同じ。）」に，「支給認定に」を「教育・保育給付認定に」に，

「支給認定子どもが」を「満３歳未満保育認定子どもが」に改め，同条第４項中

「第４２条」を「第４２条第１項」に改める。 

第４０条第２項中「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該
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当する支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第４２条第１項中「この項」の次に「から第５項まで」を加え，同項第２号中

「をいう」の次に「。以下この条において同じ」を加え，同条第４項を同条第９

項とし，同項の前に次の１項を加える。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち，児童福祉法第６条の３第１２項

第２号に規定する事業を行う者であって，市長が適当と認めるもの（附則第５

項において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については，第１

項本文の規定にかかわらず，連携施設の確保をしないことができる。 

第４２条第３項中「を行う者であって，第３７条第２項の規定により定める利

用定員が２０人以上のもの」を「（第３７条第２項の規定により定める利用定員

が２０人以上のものに限る。次項において「保育所型事業所内保育事業」とい

う。）を行う者」に改め，同項を同条第７項とし，同条中第２項を第６項とし，

第１項の次に次の４項を加える。 

２ 市長は，特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保

が著しく困難であると認める場合であって，次に掲げる要件の全てを満たすと

認めるときは，前項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

(1) 特定地域型保育事業者と次項に規定する連携協力を行う者との間でそれぞ

れの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

(2) 次項に規定する連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないよ

うにするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において，特定地域型保育事業者は，次の各号に掲げる場合の区

分に応じ，当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を

行う者として適切に確保しなければならない。 

(1) 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所

（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において

代替保育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ

型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業

者等」という。） 

(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案し

て小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者 

４ 市長は，次のいずれかに該当するときは，第１項第３号の規定を適用しない

こととすることができる。 

(1) 市町村長が，児童福祉法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たっ
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て，特定地域型保育事業者による特定地域型保育の提供を受けていた満３歳

未満保育認定子どもを優先的に取り扱う措置その他の特定地域型保育事業者

による特定地域型保育の提供の終了に際して，当該満３歳未満保育認定子ど

もに係る教育・保育認定保護者の希望に基づき，引き続き必要な教育・保育

が提供されるよう必要な措置を講じているとき。 

(2) 特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の

確保が，著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。） 

５ 前項（第２号に係る部分に限る。）の場合において，特定地域型保育事業者

は，児童福祉法第５９条第１項に規定する施設のうち，次に掲げるもの（入所

定員が２０人以上のものに限る。）であって，市長が適当と認めるものを第１

項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければな

らない。 

(1) 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置する施設

（児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限

る。） 

(2) 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３９条第１項に

規定する業務を目的とする施設であって，同法第６条の３第９項第１号に規

定する保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地

方公共団体の補助を受けているもの 

第４３条第１項中「（特別利用地域型保育及び特定利用地域型保育を含む。以

下この条において同じ。）」及び「（当該特定地域型保育事業者が特別利用地域

型保育を提供する場合にあっては法第３０条第２項第２号に規定する市町村が定

める額とし，特定利用地域型保育を提供する場合にあっては同項第３号に規定す

る市町村が定める額とする。）」を削り，同条第２項中「（その額が現に当該特

定地域型保育に要した費用の額を超えるときは，当該現に特定地域型保育に要し

た費用の額）をいい，当該特定地域型保育事業者が特別利用地域型保育を提供す

る場合にあっては法第３０条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額（その額が現に当該特別利用地域型保育に要した費用の

額を超えるときは，当該現に特別利用地域型保育に要した費用の額）を，特定利

用地域型保育を提供する場合にあっては同項第３号に規定する内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額（その額が現に当該特定利用地域型保育に要し

た費用の額を超えるときは，当該現に特定利用地域型保育に要した費用の額）」

を削る。 



22 

第４６条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第

４３条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

第４９条第２項第２号中「に規定する提供した特定地域型保育に係る必要な事

項」を「の規定による特定地域型保育の提供」に改め，同項第３号から第５号ま

での規定中「に規定する」を「の規定による」に改める。 

第５０条中「特定地域型保育事業」を「特定地域型保育事業者，特定地域型保

育事業所及び特定地域型保育」に，「第１４条第１項中「特定教育・保育に係

る」を「第１１条中「教育・保育給付認定子どもについて」とあるのは「教育・

保育給付認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り，特定満３歳以上保育認

定子どもを除く。以下この節において同じ。）について」と，第１４条第１項中

「」に，「に規定する施設型給付費をいい，法第２８条第１項に規定する特例施

設型給付費を含む」を「の施設型給付費をいう」に改め，「この項及び第１９条

において同じ。）」及び「特定地域型保育（特別利用地域型保育及び特定利用地

域型保育を含む。第５０条において準用する次項及び第１９条において同じ。）

に係る」を削り，「に規定する地域型保育給付費をいい，法第３０条第１項に規

定する特例地域型保育給付費を含む」を「の地域型保育給付費をいう」に，「準

用する第１９条において同じ。）」を「準用する第１９条において」に，「及び

第１９条中「特定教育・保育」とあるのは「特定地域型保育」と，同条」を「中

「特定教育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」と，第

１９条」に改める。 

第５１条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め，

同条第２項中「支給認定子ども及び」を「教育・保育給付認定子ども及び」に，

「同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を「満３

歳未満保育認定子ども」に，「支給認定子どもを」を「教育・保育給付認定子ど

もを」に改め，同条第３項中「含むものとして，本章（第３９条第２項及び第４

０条第２項を除く。）の規定を適用する」を「，地域型保育給付費には特例地域

型保育給付費（法第３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。次条第３項に

おいて同じ。）を，それぞれ含むものとして，前節（第４０条第２項を除き，前

条において準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。），

第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条までを含む。次条第３項に

おいて同じ。）の規定を適用する。この場合において，第３９条第２項中「利用

の申込みに係る法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子ども」とあるの

は「利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども」
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と，「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下

この章において同じ。）」とあるのは「同号又は同項第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特

定利用地域型保育を提供する場合にあっては，当該特定利用地域型保育の対象と

なる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもを含む。）」と，「同号に掲げる小学校就学前子ども」とあるの

は「同項第３号に掲げる小学校就学前子ども」と，「教育・保育給付認定に基づ

き，保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し，保育を受ける必要性が高いと

認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう，」とあるのは

「抽選，申込みを受けた順序により決定する方法，当該特定地域型保育事業者の

保育に関する理念，基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と，第４

３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保

護者（特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保

護者を除く。）」と，同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあ

るのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費

用の額」と，同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と，同条第４項中「前

３項」とあるのは「前２項」と，「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食

事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費

用」と，同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする」に改める。  

第５２条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ど

も」に改め，同条第３項中「含むものとして，本章の規定を適用する」を「，地

域型保育給付費には特例地域型保育給付費を，それぞれ含むものとして，前節の

規定を適用する。この場合において，第４３条第１項中「教育・保育給付認定保

護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象とな

る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育給付

認定保護者に限る。）」と，「法第２９条第３項第２号に掲げる額」とあるのは

「法第３０条第２項第３号の市町村が定める額」と，同条第２項中「法第２９条

第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」と，同条第４項中「掲げる費用」とある

のは「掲げる費用及び食事の提供（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳

以上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育認定子ども（令第４条第１
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項第２号に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう。）に係る第１３条第４項

第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」とする」に改める。 

附則第２項中「（法第２７条第３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施設

が」とあるのは「（当該特定教育・保育施設が」と，「額とし」とあるのは「額

をいい」と，「定める額とする。）をいう。）」とあるのは「定める額をい

う。）」を「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども」とあるの

は「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども（特定保育所（法附

則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。次項において同じ。）から特定教

育・保育（保育に限る。第１９条において同じ。）を受ける者を除く。以下この

項において同じ。）」に，「（法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「（法附則第６条第３項の規定により読み替えられた法第２８条第２項第１号に

規定する内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」を「当該特定教

育・保育」とあるのは「当該特定教育・保育（特定保育所における特定教育・保

育（保育に限る。）を除く。）」に改める。 

附則中第４項及び第５項を削り，第６項を第４項とする。 

附則第７項中「特定地域型保育事業者」の次に「（特例保育所型事業所内保育

事業者を除く。）」を加え，「５年」を「１０年」に改め，同項を附則第５項と

する。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第５０号 

 

常総市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例について 

 

常総市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年８月２６日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める厚生労働省令

が改正されたことに伴い，条例中の規定を整備するため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

 

常総市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６

年常総市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第５条第５項中「次条第２号」を「次条第１項第２号」に改める。 

第６条中「附則第３項」を「附則第４項」に改め，「保育所をいう」の次に「。

以下同じ」を，「幼稚園をいう」の次に「。以下同じ」を，「認定こども園をい

う」の次に「。以下同じ」を加え，同条第２号中「保育をいう」の次に「。以下

この条において同じ」を加え，同条に次の４項を加える。 

２ 市長は，家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が

著しく困難であると認める場合であって，次に掲げる要件の全てを満たすと認

めるときは，前項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 

(1) 家庭的保育事業者等と次項に規定する連携協力を行う者との間でそれぞれ

の役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

(2) 次項に規定する連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないよ

うにするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において，家庭的保育事業者等は，次の各号に掲げる場合の区分

に応じ，当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行

う者として適切に確保しなければならない。 

(1) 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号

において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保

育が提供される場合 第２７条に規定する小規模保育事業Ａ型若しくは小規

模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育

事業Ａ型事業者等」という。） 

(2) 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案し

て小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者 

４ 市長は，次のいずれかに該当するときは，第１項第３号の規定を適用しない

こととすることができる。 

(1) 市長が，法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって，家庭的保

育事業者等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措
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置その他の家庭的保育事業者等による保育の提供の終了に際して，利用乳幼

児に係る保護者の希望に基づき，引き続き必要な教育又は保育が提供される

よう必要な措置を講じているとき。 

(2) 家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確

保が，著しく困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。） 

５ 前項（第２号に該当する場合に限る。）の場合において，家庭的保育事業者

等は，法第５９条第１項に規定する施設のうち，次に掲げるもの（入所定員が

２０人以上のものに限る。）であって，市長が適当と認めるものを第１項第３

号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。 

(1) 子ども・子育て支援法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている

者の設置する施設（法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするもの

に限る。） 

(2) 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に規定する業務を目的とする施

設であって，法第６条の３第９項第１号に規定する保育を必要とする乳児・

幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けている

もの 

第１６条第２項に次の２号を加える。 

(3) 学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第３条第２項に規定する義務教

育諸学校又は同法第６条に規定する共同調理場（家庭的保育事業者等が離島

その他の地域であって，前２号に掲げる搬入施設の確保が著しく困難である

と市が認めるものにおいて家庭的保育事業等を行う場合に限る。） 

(4) 保育所，幼稚園，認定こども園等から調理業務を受託している事業者のう

ち，当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し，衛生面，栄

養面等，調理業務を適切に遂行できる能力を有するとともに，利用乳幼児の

年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や，アレルギー，ア

トピー等への配慮，必要な栄養素量の給与等，利用乳幼児の食事の内容，回

数及び時機に適切に応じることができる者として市が適当と認めるもの（第

２４条に規定する家庭的保育事業者が第２２条に規定する家庭的保育事業を

行う場所（第２３条第２項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。）におい

て家庭的保育事業を行う場合に限る。） 

第２３条第２項第２号中「第３４条の２０第１項第４号」を「第３４条の２０

第１項第３号」に改める。 

第３７条第４号中「場合」の次に「又は保護者の疾病，疲労その他の身体上，
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精神上若しくは環境上の理由により家庭において乳幼児を養育することが困難な

場合」を加える。 

第４５条中「第６条第１号」を「第６条第１項第１号」に改め，同条に次の１

項を加える。 

２ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち，法第６条の３第１２項第２号に

規定する事業を行う者であって，市長が適当と認めるもの（附則第４項におい

て「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については，第６条第１項

本文の規定にかかわらず，連携施設の確保をしないことができる。 

附則第２項中「行う者」の次に「（次項において「施設等」という。）」を加

える。 

附則中第５項を第６項とし，第４項を第５項とする。 

附則第３項中「家庭的保育事業者等」の次に「（特例保育所型事業所内保育事

業者を除く。）」を加え，「第６条」を「第６条第１項本文」に，「５年」を

「１０年」に改め，同項を附則第４項とし，附則第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず，施行日以後に家庭的保育事業の認可を得た施設等

については，施行日から起算して１０年を経過する日までの間は，第１５条，

第２２条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及び第２３条第１項本文（調

理員に係る部分に限る。）の規定は，適用しないことができる。この場合にお

いて，当該施設等は，利用乳幼児への食事の提供を家庭的保育事業所等内で調

理する方法（第１０条の規定により，当該家庭的保育事業所等の調理設備又は

調理室を兼ねている他の社会福祉施設等の調理施設において調理する方法を含

む。）により行うために必要な体制を確保するよう努めなければならない。 

附則に次の見出し及び４項を加える。 

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置に係る特

例） 

７ 保育の需要に応ずるに足りる保育所，認定こども園（子ども・子育て支援法

第２７条第１項の確認を受けたものに限る。）又は家庭的保育事業等が不足し

ていることに鑑み，当分の間，第２９条第２項各号又は第４４条第２項各号に

定める数の合計数が１となるときは，第２９条第２項又は第４４条第２項に規

定する保育士の数は１人以上とすることができる。ただし，配置される保育士

の数が１人となるときは，当該保育士に加えて，保育士と同等の知識及び経験

を有すると市長が認める者を置かなければならない。 

８ 前項の事情に鑑み，当分の間，第２９条第２項又は第４４条第２項に規定す



29 

る保育士の数の算定については，幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭

の普通免許状（教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条第２項に

規定する普通免許状をいう。）を有する者を，保育士とみなすことができる。 

９ 附則第７項の事情に鑑み，当分の間，１日につき８時間を超えて開所する小

規模保育事業所Ａ型又は保育所型事業所内保育事業所（以下この項において

「小規模保育事業所Ａ型等」という。）において，開所時間を通じて必要とな

る保育士の総数が当該小規模保育事業所Ａ型等に係る利用定員の総数に応じて

置かなければならない保育士の数を超えるときは，第２９条第２項又は第４４

条第２項に規定する保育士の数の算定については，保育士と同等の知識及び経

験を有すると市長が認める者を，開所時間を通じて必要となる保育士の総数か

ら利用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を差し引いて得た

数の範囲で，保育士とみなすことができる。 

１０ 前２項の規定を適用するときは，保育士（法第１８条の１８第１項の登録

を受けた者をいい，第２９条第３項若しくは第４４条第３項又は前２項の規定

により保育士とみなされる者を除く。）を，保育士の数（前２項の規定の適用

がないとした場合の第２９条第２項又は第４４条第２項により算定されるもの

をいう。）の３分の２以上置かなければならない。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 
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議案第５１号 

 

常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように定めたいので，

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会

の議決を求める。 

 

令和２年８月２６日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，地方税法の改正に伴い，低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所

得に係る国民健康保険税の課税の特例に関する規定を整備するため，これを提出

する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

常総市国民健康保険税条例（昭和３４年水海道市条例第１３号）の一部を次の

ように改正する。 

第２３条の２中「所得税法第２８条第２項の規定によって計算した金額の１０

０分の３０に相当する金額によるものとする。次項」を「所得税法（昭和４０年

法律第３３号）第２８条第２項の規定によって計算した金額の１００分の３０に

相当する金額によるものとする。次項」に改める。 

附則第２項中「（昭和４０年法律第３３号）」を削る。 

附則第４項及び第５項中「第３５条の２第１項」の次に「，第３５条の３第１

項」を加える。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，土地基本法等の一部を改正する法律（令和２年法律第１２号）

附則第１項第１号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日から施

行する。 

（適用区分） 

２ 改正後の常総市国民健康保険税条例の規定は，令和２年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し，令和元年度分までの国民健康保険税については，

なお従前の例による。 
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議案第５２号 

 

市道の路線の変更について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により次の路線を

変更したいので，同条第３項の規定により議会の議決を求める。 

 

令和２年８月２６日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

路 線 名 起 点 終 点 

西６３８ 

旧 鴻野山１６６５－１ 旧 鴻野山１６９５ 

新 鴻野山１６６６－３ 新 鴻野山１７０８－１ 

 

提案理由 

本案は，鴻野山地内の路線について，その一部が道路としての機能を喪失し，

当該路線に隣接する土地の所有者から払下げの要望があることから，その終点の

位置を変更する必要があるため，これを提出する。 

 


